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１．はじめに 
 
 財政制約が一層厳しくなるにつれてインフラの新規投

資は削減され，また，既に形成されたインフラストック

は劣化が進み，維持・更新の必要性がきわめて大きくな

っている．超長期の時間視野において,このような状況

での効率的なインフラ政策を実現するには，建設技術の

進歩が不可欠である． 
 本研究は内生的成長理論のマクロ経済動学モデルに建

設技術進歩を人的資本形成として取り入れ，それを用い

て超長期の時間視野での最適なインフラ政策について分

析する． 
 
２．安定成長期以降の建設技術進歩の実証分析 
 
 経済成長モデルによる分析を行う前に，建設技術進歩

の状況を確認しておく．我が国の主な産業について，生

産技術の進歩を計測して比較する．他産業との比較にお

いて，建設技術がどの程度進歩してきたかを把握する． 
 本研究では，以下のようなソロー残差の計算式を用い

て技術進歩を計測する．まず，以下のような一次同次の

生産関数を仮定する． 
αα LAKY −= 1                 (1) 

ただし，Y :生産額，A：Hicks型技術パラメータ，

K ：資本投入，L ：労働投入，α ：労働分配率である． 
(1)から各変数の変化率に関して次式が成り立つ． 
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A の変化率がソロー残差であり，各年についてそれを

技術の進歩率とする． 
 本研究では，表1に示すデータを用いて計測した．

なお，労働分配率に関しては成長率計測前後２年の平均

分配率を用いている．また，成長率が負となる場合は除

いている．  
 各産業（全産業，農林水産業，鉱業，製造業，建設業，

電気・ガス・水道業，卸売・小売業，金融・保険業，不 
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            表１ データの詳細 
対応データ データ出典

Y 経済活動別

国内総生産

『国民経済計算』内閣府

経済活動別の国内総生産・要素所得

L 労働力人口

×労働時間

『労働力調査』総務省

『国民経済計算』内閣府

経済活動別の就業者数・雇用者数，労働時間数

K 産業別民間企業

資本ストック

『国民経済計算』内閣府

民間企業資本ストック

α 雇用者所得

／国内要素所得

『国民経済計算』内閣府

経済活動別の国内総生産・要素所得

対応データ データ出典

Y 経済活動別

国内総生産

『国民経済計算』内閣府

経済活動別の国内総生産・要素所得

L 労働力人口

×労働時間

『労働力調査』総務省

『国民経済計算』内閣府

経済活動別の就業者数・雇用者数，労働時間数

K 産業別民間企業

資本ストック

『国民経済計算』内閣府

民間企業資本ストック

α 雇用者所得

／国内要素所得

『国民経済計算』内閣府

経済活動別の国内総生産・要素所得

 
動産業，運輸・通信業，サービス業）毎に計測したとこ

ろ，図１に示す結果となった．近年のIT化の影響で技

術進歩の著しい金融・保険業や運輸・通信業には劣るも

のの，建設業は製造業に劣らず技術が進歩していること

が明らかになった．しかし，1990年代のバブル後には，

建設技術進歩は年平均0.68%程度と鈍化している． 
 建設技術進歩が今後はさらに重要性を持つという認識

に立つと，ここ十数年にわたって進歩が鈍化している状

況がさらに将来にも続いていくことは効率的でない．従

って，マクロ経済政策のレベルにおいて，建設技術の進

歩を促進する必要がある． 
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図１ 1975年を1とした技術水準の推移 

 
３．技術進歩を考慮した経済成長モデル 
 
 経済成長が技術進歩によって実現することに着目した

理論は多数あり，それぞれに特徴がある．新古典派経済

学における初期の経済成長理論は技術進歩を外生として



いた．しかし，現在は技術進歩自体が経済主体の合理的

行動として実現することを明示したいわゆる内生的成長

理論が主流となっている． 
 着目している技術進歩のタイプとその建設産業におけ

る対応する技術進歩に応じて既往の経済モデルを挙げる

と，表２に示すものが代表的である． 
 
表２ 技術進歩に着目した代表的な経済成長モデル 

Knowledge and Skill in 
Construcntion Engineeerign

Human capitalLucas (1988)

Construction ManualKnowledge spill over Romer (1986)

Patent in Construction 
method

Duration of patentJudd(1985)

New Product 
like Maglev train

Function/Quality of Consumption 
good

Lancaster (1966)，
Leland (1977)

Vintage of structureVintage Solow(1960)
Construction MachineLabor SavingHicks (1932)

In the Context of 
Construction Sector

Technological Progress in Model Model
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Variety of Construction 
Materials

Variety of intermediate inputsRomer (1990)，Barro and 
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４．建設技術進歩に着目した経済成長モデル  
 
 本研究ではLucas(1988)の経済成長理論を参考に，人

に体化した知識や技能である人的資本の蓄積として建設

技術を表現する．本研究の経済モデルは次のような仮定

に基づいている． 
①1つの閉鎖経済を想定する． 
②生産される財は 1 種類であり，消費財c，資本形成投

資 I ならびに人的資本投資J に利用できる． 
③生産要素は 1 種類の蓄積可能な広義の資本K のみで

あり，これは財生産に対する労働力が一定で変化しない

ことを暗黙に仮定している．インフラは生産にのみ寄与

するものとして，このK で表されるとする． 
④広義の資本K の形成にあたっては，資本投資 I のみ

でなく，人材育成によって形成された人的資本H の影

響を受ける．具体的には，人的資本の蓄積が維持・更新

技術を進歩させ，資本K の減耗を基準する率 Kε から

( )exp Hα− だけ低下させるとする．ただし，H の内，

割合αが維持・更新に用いられ，残り1 α− が人的資

本形成すなわち知識・技能の習得・研鑽に充てるとする． 
⑤経済には代表的な 1 つの家計があり，それは各時点

)[ ∞∈ ,0t の財消費 ( )c t から得られる効用の無限期間にわ

たる割引現在価値U を最大化するように，各時点にお

ける{ } 0( ) tc t ∞
= を選択する．同時に，長期的な資本形成投

資{ }∞=0)( ttI ならびに人的資本蓄積投資{ }∞=0)( ttJ を制御

する． 
以上の基本的な仮定に基づいてモデルを次のように

定式化する． 

{ }
( )

0

1

( ), ( ), ( ) 0

( )max exp
1tc t I t J t

c tU t dt
σ

ρ
σ∞

=

−∞
= −

−∫ ,  (3) 

s.t.         ( ) ( ) ( ) ( )AK t c t P I t J t= + + ,     (4) 

( )( ) ( ) ( )exp ( )K
dK t I t K t H t
dt

ε α= − − , (5) 

( ){ }( ) ( ) exp 1 ( ) ( )k
H

dH t BJ t H t P H t
dt

α ε= − − , (6) 

and (0), (0) :K H given .     (7) 
 
ただし，A：財生産技術のパラメータ，P ：人口規模， 

B ：技術教育(人材育成)の環境， Hε ：人的資本の減耗

率，k ：人的資本蓄積投資の効率性パラメータである． 
 (3)から(7)で示された最大化問題の最適化条件は

Hamiltonian を ( )t で表すものとして以下のようにな

る． 

( )

( )[ ]

( ){ }

( )

1

1

2

( )( ) exp
1

       ( ) ( ) ( )exp ( )

       ( ) ( ) exp 1 ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

K

k
H

c tt t

t I t K t H t

t BJ t H t P H t

t AK t c t P I t J t

σ
ρ

σ
λ ε α

λ α ε

μ

−
= −

−
+ − −

⎡ ⎤+ − −⎣ ⎦
+ − − −

,    (8) 

( ) 0)(exp)(
)(
)(

=−−=
∂
∂ − Ptttc

tc
t μρσ ,                (9) 

0)()(
)(
)(

1 =−=
∂
∂ tt

tI
t μλ ,                        (10) 

( ){ } 0)()(1exp)()(
)(
)( 1

2 =−−=
∂
∂ − ttHtkBPJt

tJ
t k μαλ ,   (11) 

( ) )()()(exp)(
)(
)(

11 tAttHt
tK
t

K λμαελ −=+−−=
∂
∂ ,    (12) 

( )

( ) ( ){ }

1

2

2

( ) ( ) ( )exp ( )
( )

          ( ) 1 ( ) exp 1 ( )

        ( )

K

k
H

t t K t H t
H t

t BJ t H t P

t

λ αε α

λ α α ε

λ

∂ = −
∂

⎡ ⎤+ − − −⎣ ⎦
= −

, (13) 

0)()(lim 1 =
∞→

tKt
t

λ ,                 (14) 

0)()(lim 2 =
∞→

tHt
t

λ .                 (15) 



以上の最適化条件から，人的資本が一定で *H H= と

なった定常状態に着目して，次の解を得る． 
( ) ( )( )

( ){ }
( ){ }

1 exp( ) (0)
exp

exp      exp

K

K

K

A H Jc t K
P A H

A H t

ρ σ ε α
σ ε α

ε α ρ
σ

∗

∗

∗

− − − −= −
− −

− − −×

, (16) 

( ) ( ) ( )
( ){ }

( ){ }

exp exp exp( ) (0)
exp

exp      exp

K K K

K

K

A H H A HI t K J
A H

A H t

ε α ρ ε σ α ε α ρ
σ ε α σ

ε α ρ
σ

∗ ∗ ∗

∗

∗

⎡ ⎤− − − + − − − −= −⎢ ⎥− −⎢ ⎥⎣ ⎦
− − −×

, (17) 

( )
⎭
⎬
⎫

⎩
⎨
⎧ −−−

=
∗

t
HA

KtK K

σ
ραε exp

exp)0()(
,               (18) 

( ){ }
k

H

HBP
HtJ

1

1exp
)(

⎭
⎬
⎫

⎩
⎨
⎧

−
= ∗

∗

α
ε                       (19) 

ただし， ( )
σ
ραερ
−

<−−< ∗

1
exp HA K

を仮定. 

 
５．政策効果の分析 
 
 本研究のモデルでは，代表的家計の効用の現在価値で

ある(3)がそのまま社会的厚生を表す指標である．最適

解の経路上で(3)を積分すると次式を得る． 

( ) ( ){ } σ
σ

σ

σ

σρ
σ
σ −

−

− −−
⎭
⎬
⎫

⎩
⎨
⎧ −

−
= X

X
JK

P
U 1)0(

1

1

1
,    (20) 

政策実施を表す外生変数の変化がU を増加させる場合

に政策効果があるとする． 
 まず，定常状態での人的資本 *H の水準を上げた場合

の効果を分析する．ただし， *H について以下の条件が

成立していると仮定する． 

( ){ }
⎭
⎬
⎫

⎩
⎨
⎧

⎟
⎠
⎞

⎜
⎝
⎛

−
−−<<−− ∗

σ
ρε

α
ρε

α 1
lnln1lnln1 AHA KK

 (21) 

(20)から次式を得る． 

( ){ } ( ){ }
⎥
⎥
⎥
⎥

⎦

⎤

⎢
⎢
⎢
⎢

⎣

⎡

∂
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∂
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XX
X
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2
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σσρσρσ σ
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σ
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( ){ } J
kHBP

H
kH

J k
H α

α
εα

=
⎭
⎬
⎫

⎩
⎨
⎧

−
=

∂
∂

∗

∗

∗

1

1exp             (23) 

( ) ( )XAH
H
X

K −=−=
∂
∂ ∗

∗ αααε exp  .             (24) 

以上を整理して， 

{ } ( ){ }

( ){ }
( ){ } { } ( )

1
1

2

(0) 1

        1 (0)

U JK X
H XP

k A X X J JX K A X
XkX

σσ
σ

σ
σ ρ σ

αρ σ σ α

−
− −

∗ −
∂ = − − −
∂

− −⎡ ⎤× − − + − −⎢ ⎥⎢ ⎥⎣ ⎦

. (25) 

政策効果を示す *U H∂ ∂ は以下の変数に依存している 

    ( ) ( )[ ]1ln ln , ln lnK Kk A A ρ
σε ρ ε −∈ − − − −  

     ( )∗−−= HAX K αε exp . 
これらの変数に基づいて以下の２つのケースが得られる． 

  A) 
Xk
A X

≥
− ならば， *U H∂ ∂ は正．. 

  B) 
Xk
A X

<
− ならば， *U H∂ ∂ は

*H が増加するに 

      つれて正から負へと転じ， * 0U H∂ ∂ = となる 

      *H が子存在する． 
従って，図２のようなグラフを描くことができ，ケース

Bにおいては，人的資本 *H に最適水準が存在すること

がわかる．これは次のように説明することができる．人

的投資を行うことは維持・更新の技術を向上させ，資本

Kの減耗を防止することで経済成長を促進する．しか

し．一方では，人的投資の増大は消費や資本投資を減じ

るという意味で機会費用を発生させている．過度に人的

資本水準を引き上げると後者の影響が大きく効用を低下

させることになる． 
 

( ){ }ρε
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図２ 社会的厚生U と人的資本 *H の関係 

 
なお，このような社会的厚生の変化は，消費について早

い時期では減少，遅い時期には増大という変化を伴って

いる． 
 

tt
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図３ 消費の経路への影響 

 
 次に技術教育の環境B の政策効果について示す． U
をB で明示的表すと次のようになる． 
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σ
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⎨
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H 1
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1

   (26) 



U が B の増加関数であることは明らかであり，

* 0U H∂ ∂ > である．従って，建設技術進歩のために

技術教育の環境を改善することは社会的厚生を高める．  
 
５．おわりに 
 
 本研究は建設技術進歩に着目して，それがインフラの

維持・更新に関する技術であると想定した上で，技術進

歩の促進策が経済成長を通じて社会的厚生を高めるとい

う政策効果を発揮できることを示した． 
 建設技術が他のプロセスで経済成長に貢献するモデル

についても筆者らは別途作成して分析を進めている．そ

れらについても今後は機会を見て報告したい． 
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